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　平成16年10月23日に発生した新潟県中越地震や､平成19年7月16日に発生した新潟県中越沖地震をは
じめ、当県は全国の都道府県と比較しても数多くの自然災害に見舞われてきた。そのたびに被災地社協、
非被災地社協、県社協の協働のもと災害ボランティアセンターの運営支援や地域復興を推進してきた。
　これらの活動に関して、当会に設置した「新潟県中越沖地震における災害救援活動検証プロジェクトチー
ム」では、新潟県中越沖地震における社会福祉協議会の活動の課題や実例をもとに検証をおこなったとこ
ろ、発災直後の先遣活動のあり方や派遣される市町村社協職員の役割、計画的・効率的な人材派遣体制の
あり方など、様々な課題が浮き彫りとなった。
　その諸課題を解決する手立てとして被災地を波状的・重層的に支援するためには、新潟県社協及び市町
村社協のネットワークによる相互支援をより強固にし、そのメリットを最大限に活かすことが必要であり、
それぞれが担う役割を明確にすることにより、最も良い災害救援活動のあり方を見出すことが可能となる。
　このため、被災地へ円滑な支援を行い、迅速かつ効率的な人材派遣システムを確立化させることを目的
に、「社会福祉協議会の災害時における人材派遣システムのあり方に関する検討会設置要領」に基づき以
下の検討を行った。
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